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研究要旨 

ストレス関連疾患は有病率が高く，患者の日常生活に与える影響が大きい。一方，多くは外来治療

が可能な軽症精神障害である。“Common mental disorder”(一般によく見られる精神障害)と呼ぶことが

できる。診断分類ではパニック障害などの不安障害やうつ病性障害が多いと考えられる。近年，精神科

外来を受診する患者が増加しているが，増加の大半はこれらの精神障害を理由とした受診者の増加に

よって説明ができる。これらの疾患について，どのような研究が必要であるかについて検討が必要であ

る。 
本年度は疫学データの調査および予備調査として精神科・心療内科開業医に対して医療実態の調

査を行った。 
精神病院においてストレス関連障害がもっとも多い診断名になっていること，日本の全国の病院調査

では3年間の間にうつ病などのストレス関連障害で受診する患者が50％以上増加していることがわかっ

た。 
新患の数はクリニックの間で3倍以上の違いがあった。ほとんどのクリニックでは6～8割がストレス関連

障害であった。診断としてはパニック障害，全般性不安障害，うつ病などが多く，治療としてはSSRIがフ

ァーストチョイスになっていた。 

 

A. 研究目的 

パニック障害を代表とするストレス関連疾患は

現代社会においては，ごく日常的に身近にある

疾患とされ，一般の関心は高い。患者数も増加し

ている。こうした患者に対して効果的かつ効率的

な治療法，対処法の開発が必要である。一方，

日本で可能な治療手段は薬物療法をとっても，

心理社会的治療法をとっても，電気けいれん療

法のような身体的治療法をとっても欧米と比べる

と量，質ともに見劣りがする。 

抗うつ薬についてみれば欧米では三環系抗う

つ薬以降の新規抗うつ薬は10種類以上が利用

可能である。これに対し，日本で販売されている

薬剤は3種類しかなく，そして，そのうち2種類は

欧米における抗うつ薬市場のシェアからみれば

10位以下の不人気薬剤である。心理社会的治

療法についてみれば，欧米の公的機関が発行し

ている治療ガイドラインやコクラン共同計画など

の二次資料では，認知行動療法が第一選択に

なっているが，日本では認知行動療法は一般的

ではない。電気けいれん療法については，米国

ではサイン波治療器はすでに米国FDAによって
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使用は認められなくなっているが，日本では2004

年にようやく新型のパルス波治療器の使用が認

められたところである。 

このように，日本では精神科治療全体につい

て新薬導入などの治療法の開発，普及が停止状

態にあり，世界の潮流から孤立している。これは

日本の国民皆保険制度を維持するために医療

費を抑制する必要があることが背景にあると考え

られる。増え続けるストレス関連疾患の患者に対

して適切な医療が行われるように，医療保険によ

って適切な支払いが行われるようにするために

は，次のことが明らかになる必要がある。 

(1) 実際の医療現場においてパニック障害を含

むストレス関連疾患に対して行われている治

療，対処の検討 

実際の医療現場で行われている治療は最適

のものか？すなわち，現実の治療アウトカム

は既存の介入研究による治療アウトカムと同

等のものであるのか？また，既存の自然史研

究によって知られている無治療の場合の転

帰よりも良いのか？ 

(2) 実際の医療現場における治療，対処に対す

る改善方法の検討 

もし現実の治療アウトカムが最適でないとす

れば，どのようにすれば最適なものに近づけ

られるか？一般的には，新薬の導入，認知

行動療法のような新しい治療法の開発と普

及，そしてこれらの治療法をまとめた治療ガ

イドラインが考えられるが，実際にこれらの方

法が実際の医療現場での治療，対処のあり

方を変えて，患者の転帰を改善するのか？ 

(3) 新薬や新しい治療法に対する健康保険の支

払いどのくらい必要か，またコスト対効果はど

のくらいか？ 

日本では2000年から新規抗うつ薬が導入され

た。この中でもトップシェアをとっているパロキセ

チンは2003年において230億円の売り上げがあり，

これはそのまま従来の向精神薬の費用の上乗せ

になっており，医療保険制度や通院費公費負担

制度における負担の増加につながっている。こ

のような公的負担の増大が実際の医療場面にお

いて患者に福音をもたらしていることを示す必要

がある。 

本研究では1)文献や公開された疫学データを

もとに，ストレス関連疾患の疫学，治療方法開発

のニードを明らかにする，2)実際の開業医を対象

に治療方法，対処方法の開発に関するニードを

明らかにする，を目的とする。 

B. 研究方法 

1. 疫学調査 

独立行政法人国立病院機構 菊池病院の患

者数データ，厚生労働省が行っている患者数調

査データ(厚生労働省, 2005)を調べた。 

2. 予備調査 

熊本近辺の精神科・心療内科開業医 21 箇所

を対象に調査を行った。調査に使用した用紙を

別紙に示す。 

（倫理面への配慮） 

本年度は，一般に公開された個人情報を伴

わないデータおよび医療機関に対する調査を

行った。患者の個人情報は扱っておらず，ま

た治療自体に対する介入は行っていない。 

C. 研究結果 

1. 患者調査 

菊池病院の年間入院患者数のデータを表1に，

外来新患患者のデータを表2に示す。診断分類
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はICD-10に拠っている。 

表 1 年間入院患者数（平成 15 年 4 月～平成 16 年 3 月） 

F0  症状性を含む器質性精神障害   46 

F1 精神作用物質による精神及び行動の障害   

F2 統合失調症、失調症型障害および妄想性障害 67 

F3  気分障害     69 

F4 神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害 24 

F5 生理的障害及び身体的要因に関連した行動症候群 5 

F6 成人の人格及び行動の障害   13 

F7 精神遅滞     1 

F8 心理的発達の障害   2 

F9 小児期及び青年期に通常発症する行動、情緒の障害 6 

てんかん（F0 に属さないもの）     

その他     23 

    計 354 

菊池病院は平成 16 年 3 月現在の精神病床数(実動運営病床数)が 150 床である。 

表 2 年間新規外来患者数（平成 15 年 4 月～平成 16 年 3 月） 

F0  症状性を含む器質性精神障害   204 

F1 精神作用物質による精神及び行動の障害 19 

F2 統合失調症、失調症型障害および妄想性障害 39 

F3  気分障害     144 

F4 神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害 92 

F5 生理的障害及び身体的要因に関連した行動症候群 7 

F6 成人の人格及び行動の障害   5 

F7 精神遅滞     13 

F8 心理的発達の障害   15 

F9 小児期及び青年期に通常発症する行動、情緒の障害 9 

てんかん（F0 に属さないもの）   30 

その他     56 

    計 856 

F3 気分障害と F4 神経症性障害、ストレス関連

障害及び身体表現性障害を合わせた数でみると，

入院では 24％，新規外来患者では 28％になる。 

菊池病院は老年期精神障害を専門とした医

療機関を標榜していて，F0 症状性を含む器質精

神障害が入院では 18％，新規外来患者では

24％を占めている。しかし，実態としては老年期

よりも気分障害と神経症性障害，ストレス関連障

害が他の診断分類を抑えてもっとも多い疾患で

あることがわかる。 

次に，1999，2002 年度について日本の全病院

を対象にした患者数調査の結果を表 3 に示す。 
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表 3 日本の精神科受診患者調査 単位 千人 

      1999 年 2002 年 

F2 統合失調症、失調症型障害および妄想性障害 666 736 

F3  気分障害     440 712 

  うつ病   239 441 

  持続性気分障害   124 170 

  双極性障害   65 78 

  躁病   4 5 

F4 神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害 414 499 

  神経症性障害   236 260 

  不安障害   98 140 

  身体表現性障害   53 60 

  強迫性障害   11 19 

  恐怖症性不安障害   7 6 

  重度ストレス反応   6 11 

  
解離性(転換性)障

害 
  3 3 

    計 2366 3140 

表3からは，精神疾患の受診者が3年間に30％

以上増えたことがわかる。50％以上増えているの

は，うつ病が84％，強迫性障害が72％，重度スト

レス反応が83％である。実際の数の増加ではう

つ病が他を圧倒している。 

2. 予備調査 1 

9箇所のクリニックから回答があった。実際には

泌尿器が専門であるとしたクリニックを除外した8

箇所のクリニックの回答を解析した。 

年間の新患数の平均は321人であった。もっと

も多いところは 800 人，少ないところは 100～150

人であった。一箇所は再来の患者だけで手一杯

であるとし，この 3 年間新患を断っていた。 

新患のうちストレス関連障害の患者が占める割

合の平均は 66％であった。多いところは 90％，

少ないところは 18％であった。 

新患のうち自己診断をつける患者が占める割

合の平均は 18％であった。多いところは 60％，

少ないところは 7％であった。 

新患の受診があり，かつ病名に DSM-IV や

ICD10 を用いているところを対象に病名を集計し

また。1 番目に上げられたものに 4 点，2 番目に 3

点，3 番目に 2 点，4 番目に 1 点として，点をつけ

た。合計点の多い順で，パニック障害，全般性不

安障害，うつ病，社会不安障害(社会恐怖)，身

体表現性障害(疼痛，体感異常)，適応障害，強

迫性障害，統合失調症となった。5番目以下のそ

の他の病名としては，PTSD，解離性障害，摂食

障害が上げられていた。パニック障害は，すべて

の回答で 4 番目以内に入っていた。全般性不安

障害は二つの回答で 1 番目の病名とされていた。

摂食障害は減ってきているという意見があった。 
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治療方法については，一箇所を除いてすべて

の回答で SSRI がファーストチョイスとされていた。

一箇所はベンゾジアゼピン系抗不安薬をファー

ストチョイスにしていた。セカンドチョイスには，

SNRI やベンゾジアゼピン系抗不安薬，スリピリド

が上げられていた。その他として，三環系抗うつ

薬，メチルフェニデート，抗精神病薬，認知療法

があげられていた。 

他の医療機関に紹介する場合として，次のよう

な場合が挙げられていた。1)入院が必要，2)人

格障害を合併している，3)治療に困難をきたした，

4)本人が特定の治療法(エクスポージャーなど)を

希望している，などであった。 

治療のマニュアルの必要性については，次の

ような意見があった。1)もともとマニュアルは嫌い

である，2）簡単な手順書，チャートのようなものが

欲しい，3)患者のもつストレス脆弱性に対する認

知行動療法などの具体的な心理療法のマニュア

ル，4)薬物療法のアルゴリズム，5)不安障害に対

してもうつ病の治療ガイドラインに相当するもの

があると良い，であった。 

その他の意見として，心理士を雇用しているが，

医師が心理士に求める仕事の内容と実際に心

理士ができることの間に格差があることを指摘し

ていた。 

D. 考察 

ストレス関連障害の患者が確実に増えてきて

いることがわかった。老年期痴呆を専門として発

足し，僻地にある菊池病院であってもストレス関

連障害が入院，外来を含めた患者のトップにな

っている。日本では精神科や精神疾患に対する

偏見があり，精神科の敷居が高い，受診すべき

患者が受診していない，受診しやすい環境を作

るべきだ，という意見はすでに時代から遅れてい

る。3 年間で受診者数の増加が 50%を越えるよう

な疾患は尋常ではない。 

強迫性障害の増加はフルボキサミンが適応を

とっていることに影響されていると考えられる。重

度ストレス反応は近年のマスメディアによる報道

に影響されていると思われる。 

現状で考える限り，需要の増大に医療機関が

追いついていないと考えられる。認知行動療法

が治療ガイドラインなどで推奨され，患者が求め

てくるようになった。臨床心理士に対する期待が

医師の側からあるが，実際に行える人材が不足

していると考えられる。 

E. 展望 

今後の計画として，研究プロジェクトに愛称を

つけることにした。 

SQIP(Stress related disorder treatment Quality 

Improvement Program，プライマリメンタルヘルス

ケアにおけるストレス関連障害のケアの質の改

善)として，今後の研究を進める予定である。 

ストレス関連障害の特徴はさまざまであるが，

患者自身で自分を治療する部分，セルフコントロ

ールする部分があることが共通している。実際に

受診する，専門家の援助をもとめる患者の場合

は，セルフコントロールできる自信がない，必要と

感じても方法が分からない，ことが多い。言い換

えれば，セルフコントロールがうまくできないから

受診しにきた，と言える。 

このような患者に対応するために，次のような

特徴をもったマニュアルや資料を計画している。

これらは，ストレス関連障害全体に関する資料と，

個別の診断の資料からなっている。 

1. 患者用資料 

5 



厚生科学研究費補助金（生活安全総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

診断スクリ―ニングチェックリスト，心理教育資

料，患者に出す宿題，セルフモニタリングシート 

2. 医師用資料 

面接のガイドライン，診断ガイドライン，服薬モ

ニタリングチェックシート 

3. カウンセラー用資料 

認知行動療法の進行シート，患者に示すフリ

ップカード 

4. アセスメント資料 

疾患別に標準的な自記式，面接による重症度

評価を含む。また全般的なQOL，治療に対する

患者満足度を評価する 

5. コミュニケーションスキルトレーニングビデオ 

面接トレーニングビデオを作成する。 

研究協力に関しては4箇所のクリニックから前

向きの返事があった。今後，連携をとりながら，こ

れらのクリニックに対する介入研究を行う。 

F. 健康危険情報 

なし 

G. 研究発表 

1．論文発表 

原井宏明 (2004) 向精神薬療法の限界 向精

神薬療法をとりまく問題 転帰と治療 今す

ぐ癒されるか,二年後の回復か. こころの科学 

116, 0912-0734. 

原井宏明, 毛利伊吹 (2005) 社会不安障害の社

会的コストへの影響. 社会不安障害治療のス

トラテジー. 小山司編 先端医学社, 東京. pp 

27-33. 

2．学会発表 

Clinical researches on Depression in Japan. 

Naturalistic studies, Drug trials, Treatment studies, 

World Congress of World Association of Social 

Psychiatry, 2004.10 Kobe 

H. 知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む。） 

1．特許取得 

  なし 

2．実用新案登録 

  なし 

3．その他 

  なし 
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14 年版. 厚生労働省, 東京. 
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別紙 

厚生労働科学研究費補助金によるこころの健康科学研究事業 

パニック障害の治療法の最適化と治療ガイドラインの策定 

ご協力のお願い 
独立行政法人国立病院機構 菊池病院 原井宏明 

 

不安やうつを主訴とし，身体愁訴やパニック発作，さまざまな心配，恐怖を訴える状態は精神科や心

療内科の日常臨床では，一般身体科での上気道炎と同じくらいありきたりの疾患です。患者自ら不安や

苦痛を訴え，精神科や心療内科に自ら治療を求めにやってくる患者が毎年増加しています。精神科の

外来の来る患者の構成が一昔前とはすっかり変わりました。これらの患者をストレス関連障害と呼ぶこと

にします。 

一方，これらの領域の疾患の理解と治療の仕方は近年著しく進歩しました。従来は不安には抗不安

薬を，うつには抗うつ薬をという考え方が普通でした。現在は抗うつ薬が不安にも有効であることが知ら

れるようになりました。また精神療法についても非特異的な支持的精神療法や洞察志向の精神療法か

ら，疾患や症状に特異的な認知行動療法や対人関係療法が有効だと考えられるようになりました。うつ

病に対する認知療法，強迫性障害に対するエクスポージャーと儀式妨害，広場恐怖に対する現実エク

スポージャーなどがよく知られています。菊池病院にて，こうした治療を試みているところです。ほとんど

の患者様は，地域の医療機関から紹介されていらっしゃいます。 

当院での試みが地域医療機関の皆様に役立っているかどうか，また，皆様にとって，ストレス関連障

害に対する治療としてどのようなものが求められているのかを調べることにいたしました。 

皆様からアンケートや聞き取りによってストレス関連障害についてのご意見をいただきたいと思います。

よろしくご協力をお願いします。アンケートは 2 月 20 日ごろまでに同封の封筒にて返送いただけると幸

甚です。 

調査の結果は，集計ができしだい，ご希望の方法で送付させていただきます。2005 年 5 月ごろをめど

にしております。 

連絡先 

独立行政法人国立病院機構 菊池病院臨床

研究部 

原井宏明 

861-1116 熊本県菊池郡合志町大字福原 208 

電話 096-248-2111 ファックス 096-248-4559 

e-mail hharai@kikuti.hosp.go.jp 

7 



厚生科学研究費補助金（生活安全総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

ストレス関連障害診療実態アンケート 

１） お名前                 先生 

２） 所属医療機関                  

３） アンケート結果の連絡方法についてご希望のものに丸をつけてください。 

 ①電子メール            ＠         ②ファックス(    )    -      

③郵便 

４） 主な診療科                科 

５） 一年間に新患の患者はどのくらい診療されますか？        人 

６） 一年間に入院する患者は延べでどのくらいですか？       人 

７） 不安や気分の落ち込み，いらいらを主訴とし，身体愁訴やパニック発作，さまざま

な心配，恐怖を訴え，自分から治療を求めて来院する患者(ストレス関連障害）は，

新患のうちどのくらいの割合ですか？ 当てはまるところに印をつけてください。 
----- 0% --------20 -------- 40 -------- 60---------80 ------ 100% 

 全くない     全員 

８） 最初から，自分の病名を自分で診断して治療を求めてくる方は，新患のなかでど

のぐらいの割合ですか？ 
0%-- 20---------40 -------- 60 -------- 80------ 100% 

 全くない     全員 

９） 上記の患者(ストレス関連障害）のうち入院する患者は一年間で延べでどのくらい

ですか？   人 

上記のような患者様を診療される方にお聞きします。 

１０） 診断や評価についてはどのようにして行われていますか？また，困難を感じら

れることはありますか？ 

 

１１） 診断としてはどのような疾患が多いでしょうか。多い順序に書いてください。病

名はどのようなものでもかまいません。 

 1 番                        2 番                       

  

 3 番                        4 番                       

  

 その他                                                
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厚生科学研究費補助金（生活安全総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

 

次のページにもお答えください 

１２） こうしたストレス関連障害には，どのような薬や治療法を主に使われますか？ 

 

 

 

 

１３） 上記のような患者様をどのような場合に他の医療機関に紹介されますか？ 

 

 

 

１４） 患者様から特定の薬や治療をしてほしい，と要求されることはありますか？ 

 

 

 

１５） ストレス関連障害について診断や治療，マネージメント全体についてのマニュ

アルがあるとしたら，どのようなものが必要だと思いますか？ 

 

 

 

１６） 研究として，一般の先生方のところでの治療の内容，結果についての調査を行

いたいと思っております。治療のやり方，考え方，状況によって，どの程度，治療

結果に差があるのか，また医療費に違いがあるかどうかを知るためです。調査とし

ては，受診されている患者様に対してアンケートをさせていただきます。さらに,同

意(インフォームドコンセント)が得られた患者様に対しては，菊池病院にて訓練し

た調査員による簡単な問診(20 分程度)をさせていただくことがあります。これにつ

いて，ご協力をしてもよいと思われる場合は，以下に丸をつけてください。 

 ①協力しても良い   ②一度説明を聞きたい   ③協力できない 

 

 

１７） その他，何かご意見があれば，お知らせください。 
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厚生科学研究費補助金（生活安全総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

ご協力ありがとうございました 
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